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1．はじめに

●

■

●

■

●

■

■

安全を確保しなければ国民生活に著しい支障や周辺住民の生命､身体又は

財産に対する危険力性ずるおそれがある施設あるいは組織については､そ

の安全を確保し、国民の生命､身体､財産を保護するために特別な措置が
求められる。

これらの施設については､従前は､外部からの攻撃への対策に重点が置か

れてきたが､近年､施設への立入りが許されている者､すなわち「内部の

人間（内部者)」によって施設の安全性力塙かされること（いわゆる「内

部脅威I｣）に対しても、何らかの対策を講ずるぺきとの指摘が､各方面か

らなされており、実際に､諸外国では､それぞれ独自の措置が講じられて

いる。

これら内部脅威対策の中心的な手段のひとつに､内部の人間の経歴等の個

人情報等に基づき､その人間の重要区域へのアクセス等を制限する『信頼
性確麗2』措置がある。

償頼性確認の検討に当たっては､公共の安全確保のために､個人の基本的
人権やプライバシー等を､どの程度まで制限することが許されるのかにつ
いての慎重な検肘と国民的合意が必要となるとともに､安全確保が必要な

分野についての横断的かつ普遍的な対応が求められる｡また､信頼性確麗

の方法が､国民の生命､身体､財産を保獲するために､実効性を有するか

否かを見極めることも重要となる。

原子力施設も安全確保が必要な施設の一つであり、これまで､核物質防獲

対策として様々な防護措置が講じられるとともに､その時々の情勢の変化
に応じて、逐次対策の見直しが行われてきた。

このような中、昨年12月に総合董源エネルギー調査会原子力安全・保安
部会原子力防災小委員会が取りまとめた｢原子力施設における核物質防瞳
対策の強化について』（平成16年12月）の報告書においては、前述の問
題意職の下で､原子力分野に係る内部脅威対策の検樹の必要性が指摘され
たところである。(r6-3原子力施股の内部脅威への対応｣）

上記を受け、原子力防災小委員会危機管理WGでは、本年1月より、原子

力施設における内部脅威対策の検酎に若手した｡その後､同委員会危機管
理WGにおける議諭を基に、原子力防災小委員会において検討した結果を

報告書案として取りまとめ、平成17年5月25日から6月15日までの間
パブリックコメントの募集を行った。その結果、13件の意見が提出され

たが､提出された意見については､意見に対する同委員会の考え方を取り
まとめ､ホームページに掲載するとともに､一部については本報告書の最

終取りまとめに反映させた。

’ここで「内部脅威」とは、いわゆる『インサイダー」のことであり、外部からの侵入や攻撃を
意味する「外部脅威」に対して、原子力施設の内部で働く従業員等による不正行為等により生ず
る脅威を指す。また、内部脅威を実行しようとする者を「内部脅威者」と呼ぶ。
2ここで「信頼性確認」とは、基本的に、不正行為等に及びそうな人間（要注意人物）を予め把

握するための情報の収集と分析のことをいう。
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2．内部脅威対策の必要性

■

●

■

核物質防瞳対策は、核物質の盗取及び施設の妨害破壊行為の抑止を目的

とするが、いずれも内部の事情に精通した人間による情報漏洩や不正行
為等により、その脅威は倍加する。

このため､国際原子力機関(1AEA)のガイドライン(INFCIRC/225/Rev､4)
では、内部脅威対策として、従業員に対する信頼性の確麗を実施するこ

とが勧告されている。（別紙1）3

核物質防瞳対策を真に実効あるものとするためには、内部脅威対策が不
可欠である。

3．内部脅威対策の概念整理

（1）内部脅威の類型

･内部脅威の類型を､不正行為等に及ぶ動機により分類すると､①脅迫強制
型、②心神耗弱型、③確信実行型、④抑制喪失型（不満、誘惑、愉快等）
に区分力呵能である。（別紙2）

・同様に､行為類型により分類すると､①不正操作､②破漉行為､③盗取、
④情報漏洩、⑤内通に区分が可能である。

(2) 内部脅威対策の手法

・内部脅威対策の手法としては、①内部脅威者が不正行為等に及ぶのを物
理的に阻止する物的防護、②内部脅威者の枢要区域への侵入の排除及び
破壊工作に用いる工具や核物質の不法持ち出し等を阻止する出入管理、

③潜在的な内部脅威者の組織及び区域からの排除、行動観察等を通じた
不正行為等の抑止を目的とした人的管理がある。

.このうち、人的管理分野の対策には、内部脅威の排際を目的とした従業
員等の信頼性の確認が含まれる。

4．内部脅威対策の現状

（1）国内における現状
・実質的な内部脅威対策として､①物的防護､②出入管理に係る防護措匿(持
込制限等)や③人的管理に係る防醸措置(内部通報､行動観察等）を事業
者が実施している。

・今般の核物質防謹対策強化の一環として導入される設計基礎脅威(DBT)5

3国際原子力機関(IAEA)のガイドライン(INFCIRC/225/Revb4)は、付き添い無しの核物質へ
の接近者又は原子力施設への立入者等に対する信頼性の事前確認を勧告｡確麗の具体的手法には
言及しておらず、各国の裁量に委ねられている。
4ここで「内部脅威の排除」とは、内部脅威者による不正行為等を防止する種々の対策（内部脅
威対策）のことをいう。

5「設計基礎脅威』(DBT:DesignBasisThreat)とは、核物質防護システムの睡吐に際し基礎
となる想定童璽のことであり、国隙原子力機関(IAEA)のガイドライン(INFCIRC/225/Rev.4)
では、「核物質の不法移転又は妨害破壊行為を企てる恐れのある潜在的内部脅威者及び／又は
外部からの敵の属性及び性格。これに対して核物質防謹システムが設計され、評価される｡」
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(2)

、

のひとつに「内部脅威』を位置付けることとしており、これにより、具体
的に想定された内部脅威に即応した極め細かい対策の実施が可能となる。

今後の課題は、設計基礎脅威(DBT)に基づく内部脅威対策の着実な実施
と従業員等に対する慣頼性確認制度の導入の可否の検討である。

海外における現状

・米、英、独、仏、加の5ケ国について調査したところ、各国とも、原子力

分野を含めた国家レベルでの分野横断的な僧頼性確麗制度（セキュリテ

ィ・クリアランス制度）を整備済みである。

・対象分野は国防･治安分野が中心であり､原子力施設等の重要施設分野は、

国防･治安分野の信頼性確麗制度に付随して整備されたものと思料される。

・具体的な制度としては、セキュリティ・クリアランス制度（米)、身元鯛

査制度(英)､セキュリティ･スクリーニング制度(独>､行政調査制度(仏)、

セキュリティ“クリアランス制度（加）等である。

5．内部脅威対策の拡充の方向性

(1)

(2)

基本的考え方（別紙3）

・内部脅威の排除のためには､①物的防護､②出入管理､③人的管理、の3
つの対策を、その役割に応じて効果的に組み合せて使用することが重要

である。

。いずれか一つの対策で内部脅威の全てを排除することは不可能であり、

①～③の対策を相互補完的に実施することが重要である。
・内部脅威による不正行為等の未然防止のためには、人的管理による内部
脅威者の排除が基本的に重要である。しかしながら、仮に、人的管理に
よる内部脅威者の排除が失敗に終わっても、枢要区域に到達している内

部脅威者の存在や突発的な不正行為等の発生を前提にした、物的防護や
出入管理による対策で対応することで、その結果の発生を防ぐことがで
きる。

・上記のような内部脅威対策の基本的考え方を踏まえ、人的管理の一環と

して、従業員等の信頼性確鯉を行うことの実効性と妥当性を慎重に検討
することが必要である。

物的防護

・物的防護は､内部脅威者が不正行為等に及ぶのを物理的に阻止する手段と
して有効である。

・具体的には､①計量管理の徹底､生体認証や暗号化による施錠の多重化等

の盗取対策の徹底､②重要設備周辺への監視カメラの設置や枢要区域内で
の行動をリアルタイムで追跡する監視システム(所在確認システム等)の

導入等の常時監視(モニタリング)体制の構築､③被害の拡大や内部脅威
者の外部への逃走を阻止するための警備員や従業員による警戒警備の徹
底等が重要である。

．また、フェール･セーフやインターロック等の施設に本来的に組み込まれ

ている安全装置は､破壊行為が行われた際の防護措置にもなり得ることか
ら、具体的な防獲対策を講じる際の手段として考慮可能である。

と定義されている。
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(3)

(4)

出入管理

・出入管理は、内部脅威者の枢要区域への侵入の排除及び破壊工作等に用

いるエ具や核物質の不法持ち出し等の阻止のための手段として有効であ
る。

・具体的には、①防謹上の重要度に応じた防瞳区域内の細分化（ゾーニン

グ）と区域の重要度に応じた段階的入域管理､②出入管理のためのID"
ードの発給、暗証番号や生体認証による認証等の本人確認の徹底、③金
属探知器や爆発物探知器、放射線検知器等の検知方法の高度化、④携帯

電話等の持込制限やトウーマン・ルール（同行監視）による相互監視、

腕章等による新規入域者のマーキング等の入域ルールの厳格化等が重要
である。

人的管理

･人的管理は、潜在的な内部脅威者の組織及び区域からの排除、行動観察

等を通じた不正行為等の抑止手段として有効である。

・具体的には､①機微情報の管理の徹底､社内教育の充実､内部通報制度の

整備､作業前ミーティング(ツール･ボックス・ミーティング)の実施等の
組織体制の整備､②労務管理や人事管理等を通じた不審行動の兆候の察知
や要注意人物の特定等の個人管理の徹底､③治安関係機関やその他の機関

が保有する個人情報等の外部情報による信頼性確認の実施等が重要であ
る。

。信頼性確認の実施の可能性等については、次項以下で検討する。

6．信頼性確認の実施の可能性

（1）海外における信頼性確翻の現状と考え方（別紙4，5）
･国(治安機関を中心)が国家安全や治安を脅かす者に関する情報を蓄穣、

信頼性確翻のための照会力呵能となっている。
・国家安全保障や治安維持を第一義的な目的として、分野横断的に制度設
計されており、禰査対象国で、原子力分野だけに信頼性確認制度が導入
されているところはない。

・したがって、他の信頼性確認で基準をクリアしている者は、原子力のた

めの調査を受けなくともよいとする国もある。（米国、独国等）
・個人情報保謹法制の適用除外が規定されている。（｢国家安全保障｣、「他
の法令で規定する場合｣）

(2) 信頼性確認の役割と位置付け

・信頼性確認の役割は､基本的に､不正行為等に及びそうな人間(要注意人
物）を予め把握するための情報の収集と分析である。

・信頼性確麗で可能なのは､あくまで不正行為等に及ぶ蓋然性の高いグルー
プ(ハイリスク・グループ）の推定であり、不正行為等に及ぶ当事者の特
定ではない。

．したがって、信頼性確認による「脅威となる人の排除」は､本質的に完全
ではなく､内部脅威対策における信頼性確認の役割はその意味で限定的で
あることに留意が必要である。

。このため、より効果的な内部脅威対策を実施するためには､人･物等の出
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(3)

入管理や物的防穫と信頼性確鯉の制度を相互補完的に実施することが重
要である。

信頼性確記に使用される情報の種類と期待される効果

･英、米、独、仏、加いずれも、国家保有惰報の活用が制度設計の前提とさ
れている。

・公安楕報(Intelligence)と犯罪歴による確信的な脅威者の選別を基本と
し､必要に応じてクレジットチェック等の情報が活用されている｡(英国、

独国等）

【米国】国家安全に係る業務に就く者又は就こうとする者（政府雇用者のみならず
政府との契約者を含む）に対する信頼性確認制度（セキュリティ。クリアラ
ンス制度）があり、身元の裏付け、職歴、学歴、クレジット情報、犯罪歴、

軍経歴等で個人の性格や評判を確潔。これに準じて、原子力施設に立ち入る

者についても同様の確罷制度があり、事業者に確認義務が法定されている。
上記の個人楕報に加え、心理学的評価や行動観察、アルコール･薬物依存チ
ェックも求められる。（以上、連邦規則5CFRARTS731,732,and736,10CFR

Sec.73.56-57Part26.24等）

【英国】国家機密情報にアクセスする者や治安業務に従事する者等に対する信頼性
確麗制度（身元調査制度(Vetting))があり、国が保有する公安情報、犯罪
歴零を確湧､必要に応じクレジットチェックや本人への面談､従前の雇用者・

身元保証人との面談等により信頼性を確麗。原子力施設で働く者についても
同様の確認制度がある。原子力分野の報告書によると、誠実であることを重
視しており、過去の前科に関する全面的な自己申告、疑問解決への積極的な
協力者等は拒絶されない可能性が高い。（以上、AReporttotheSecretaryof
StateforTradeandlndustry(TheDirectorofCivilNuclearSecurity
OctoberOOO-March2002))

【独国】安全性が侵害されやすい業務に就く者（主に国家機密事項を取り扱う公務
員であったが、2001年の法改正により生活又は防衛上重要な施設まで対象拡
大）に対する信頼性確認制度（セキュリティ・スクリーニング制度)があり、
政府の各機関が集積したテロリスト関連情報や個人の犯罪歴・裁判歴・行政
処分歴等に関する情報の照会により、信頼性を確認。これに準じて、原子力
関連業務に就こうとする者についても同様の確認制度がある。（以上、安全性
審査法、原子力法）

【仏国】国家主権に関する任務遂行に参加する公的職業、安全又は防衛分野に関す
る公的又は私的な職業、制限区域へのアクセス、危険物質・製品の使用等に
関して、採用、任命、許可、同意又は資格付与の行政決定を行うに当たり、
関係する自然人又は法人が当該職務又は任務の遂行にふさわしいか否かを確
認するため信頼性確麗制度（行政翻査制度）があり、特別の権限を与えられ
た警察及び憲兵隊の職員等の国家公務員は、各機関力壊し押さえた個人情報
データ（国家警察、国家憲兵隊の保有する犯罪捜査情報ファイル等）にアク
セスできる。この制度が原子力分野についても適用されている。（以上、1995
年1月21日付治安に関する方針と綱領に関する法律、2003年3月18日付国
内治安に関する法律）

5



【加国】国家安全に係る業務に就く者、】国家安全に係る業務に就く者、国家秘密を取り扱う業務に従事する者等に

対する信頼性確翻制度（セキュリティ・クリアランス制度）があり、個人デ

ータのチェック、教育/専門資格、就業データの鯛査、犯罪配録に関するカナ

ダ警察情報センター(CPIC)、破壊活動に関するカナダセキュリティー情報サ

ービス(CSIS)への照会により、信頼性を確認。必要に応じてクレジットチ

ェック、個人の性格審査、現場鯛査、対象者との面談が行われる。原子力分

野においても、これに準じた信頼性審査が行われている。（以上、CSISACT、

PersonnelSecurityStandard，原子力防瞳規則及び専門家からのヒアリング）

(4)

(5)

信頼性確認の情報の管理主体

・国家安全保障や治安維持目的のための個人情報や犯罪歴については、い

わゆる情報機関や治安機関が蓄穣しており、その他の情報については、

通常、行政機関以外の第三者機関が保有している。

・公安情報や犯罪歴については、信頼性確認を行う事業者あるいは国の機

関が必要に応じ、担当行政庁を通じて各情報機関や治安機関に照会がで
きる制度となっている。（米:FBI，独:連邦憲法擁護庁、各警察機関等、
仏：養察、国家憲兵隊、税関等、加：カナダ警察情報センター(CPIC)、
カナダセキュリティー情報サービス(CSIS))

・その他の個人情報は、それぞれ保有している機関へ照会する仕組みであ
る。（クレジット情報は信用情報機関等）

。これら諸外国の例をみると、信頼性確認を行う増合は、国の機関や民間

機関が保有する個人情報の活用を念頭に制度設計の検討を行うことが必
要である。

信頼性確認の実施主体6
・原子力分野の信頼性確認の実施主体は大きく分けて､事業者の増合､国の

場合（原子力規制庁の場合、治安機関の場合）の3種類である。ただし、
米国・加国においては、－部事業者、一部規制庁となっている。
・事業者が主体。（米国）（規制庁は基準を策定）

・規制庁が主体。（英国、加国、独国）（ただし、基本制度の基準策定は、英
国が内閣府、加国がカナダ予算庁、独国は安全性審査法による。また、テ

ロリスト情報や犯罪歴等を用いた信頼性確麗は､情報機関や治安機関等の
国家機関が実施）
・治安機関が主体。（仏国）

・信頼性確認の実施主体のあり方は各国の事情により異なるが､いずれの国
においても､国防や治安を中心とした包括的な信頼性確認制度が先行的に
整備され､各個別事業分野については、それに準じて、あるいはその一環

として整備された制度や基準に基づき､信頼性確認が実施されていること
に留意が必要である。

．また､規制庁力噛頼性確認を実施する場合でも､テロリスト情報や犯罪歴
等を用いた信頼性確認は､情報機関や治安機関等の国家機関の審査に委ね

6「信頼性確認の実施主体」の意味内容は､①実質的に信頼性確認を実施している場合､②実質
的に信頼性確麗を実施している機関に､情報の照会を行っているに過ぎない場合､③信頼性確麗
の基準等は別途の機関が定め､単にその基準に基づき信頼性確認業務を実施している増合､④こ
れらが混在している増合等､多様であり、各国の実態が具体的にどの増合に該当するかは､個別
に糟査する必要がある。本稿では、「信頼性確麗の実施主体」は、基本的には①の意味で用いて
いるが、より正確な記述を必要とする場合は（）等で付配した。
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(6)

られていることにも留意が必要である。

信頼性確認の実施方法

・各国とも鯛査開始時に確認申繭書類に詳細な自己情報を記戦、提出させ、

調査によってその確麗を行う形式である。（ただし仏国は詳細不明）

・直接本人から聴取することもある。（米国、英国、独国等）

・国による確認の場合、不服申し立て制度の適用がある。（英国、独国等）
・情報の種類により、自己申告によってある程度客観的な評価が可能なも

のもあるが（クレジット情報、健康情報等)、テロリスト情報や犯罪歴等

は必ず楕報機関や治安機関等の国家機関による審査あるいはそれらへの

照会が必要である。

・多くの個人情報を集めることから、調査開始に当たり、必ず本人の同意
を書面で得ることを要件としている国もある。〈独国等）
・信頼性の確認は有効期限が定められており、定期的な再確認が必要とさ

れている。（米国、英国、独国等）

・評価の基準は各国とも一律ではなく、特に犯罪歴の評価については、そ

れだけで結諭付けてはならない旨の注意がある。（独国、米国、英国等）

・原子力分野における判断指針は、国家安全保障目的の基本的な信頼性確
認制度の判断基準に準拠し、整備されているものと思料される。

7．信頼性確認の実施上の裸題

（1）基本的人権の尊重

・我が国では､民間企業における採用や人事配置について､企業に自由な裁
量が認められ、その意思決定は企業自治に委ねられている。したがって、

信頼性確淫措置に基づき不利益処分7を行うことを企業に雑務付けるとす
れば、何らかの法的根拠力泌要である。

・企業に対し､業務に直接関係しない個人の事楕を理由とした配置転換や就
業制限を行うことを国が義務付けることとした場合､従業者等への直接の
処分者は企業となり、民一民の関係となるため、憲法は直接適用されない

が､なお何らか憲法へ抵触する恐れがないか､注意が必要である。（『個人
の尊重」（13条)、『法の下の平等」（14条)、『職業選択の自由」（22条）
など）8
。例えば､事業者による確麗制度とする場合でも､国力轆認の基準を策定し、
義務付ける規制には、憲法が適用される可能性が考えられる。（官-民の
関係）

(2)プライバシー保穫
・各国において、個人のプライバシー情報9の収集及び活用が国や企業に許

7ここで『不利益処分」とは、使用者（企業）による被使用者（従業員）に対する配転、解雇、

懲戒解雇等の処分を指す。

8職務悔怠、業務命令違背、業務妨害や職場規律違反、就業規則違反や企業の社会的評価を穀
損する私生活上の言動等は、憩戒事由として肯定されるところ。
9ここで「プライバシー情報」とは、各国における信頼性確認に用いられている個人情報（住

所歴、職歴、学歴、犯罪歴、個人信用情報（金銭借入れに係わる取引内容)、アルコール・薬物
依存等の健康に関する情報等の個人に関する情報）を指す。

7



(3)

■

■

■

されている理由は、「原子力施設の安全確保」が、「国家・国民の安全確

保」という国家的な目的達成の一環として位置付けられているためと思
料される。

我が国においても、個人のプライバシー情報を活用するためには、「原子
力施設の安全確保」を、「国家・国民の安全確保」という国家的な目的達

成の一環として位置付けることが必要と考えられる。

判例によると､企業は従業員の採用に当たり、幅広い個人情報を申告させ

ることが許されるが､行政指導ではこれを厳しく制限している｡制度導入

に当たっては､個人情報保護法及びこれに関連する行政指導との整合性の

確保が必要10である。

プライバシー侵害力悩度な場合､安全性が高まる効果(脅威者の排除）よ
り、安全性を損ねる損失(反発者の増加）が大きい可能性もあることに留

意が必要である。

制度の実効性

・個人の信頼性確麗制度の導入に当たっては､国が国家安全保障や治安維持
の目的で保有している個人情報の活用について､関係機関との十分な調整

力泌要である｡特に確信犯的な脅威者の排除には関係機関との連携が不可

欠である。

・個人の犯罪歴を､それ単体で潜在的な脅威者の排除の根拠とすることの妥
当性については、慎重な検討が必要である。

。すなわち、犯罪歴のみで確信犯的な脅威者の選別｡排除は困難であり、そ

の他の個人情報も加味した総合的な判断が必要である。また､確信犯的な

脅威者の排除につながる犯罪歴の種類の特定も必要である。
・健康情報や金銭借入情報等は《これらのみによって脅威の有無を判断根拠
とすることは困難である。

・日常業務に支障が出る程度まで異常がある場合は、事業者による労務管

理・人事管理の一環として、特異動向の把握が可能である。
・本人の同意を前提とした制度とすると､センシティブな情報を知られるこ
とへの抵抗感から、制度が機能しない恐れがある。

・実効性を担保する上で､信頼性確認の対象者を重要区域への立入者あるい
は核物質防護秘密を取り扱う者に限定する等､対象者を限定することが必
要である。’1

10職業安定法（第5条の4)は、公共職業安定所等に対し、その業務の目的の達成に必要な範
囲内で求職者等の個人情報を収集し、当該収集の目的の範囲内で保管、使用を義務付け。（ただ
し、本人の同意がある場合その他正当な事由がある場合は、この限りではない）
『職業紹介事業者､労働者の募集を行う者､募集受託者、労働者供給事業者等が均等待遇､労働
条件等の明示､求職者等の個人情報の取扱い､職業紹介事業者の責務､募集内容の的確な表示等
に関して適切に対処するための指針』（平成'1年労働省告示第'41号）は､職業紹介事業者等に
対し、業務の目的の範囲内で求職者等の個人楕報を収集することを義務付け、人種、民族､社会
的身分、門地、本籍、出生地その他社会的差別の原因となるおそれのある事項、思想及び信条、
並びに労働組合への加入状況に関する情報の収集を禁止｡ただし､特別な職業上の必要性が存在

することその他業務の目的の達成に必要不可欠であって､収集目的を示して本人から収集する場
合はこの限りでないとしている。

1，信頼性確認の目的（対象範囲）には､①組織からの内部脅威者の排除と②区域からの内部脅
威者の排除の2つがある。IAEAのガイドラインで勧告しているのは後者。
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8．

(4)

(5)

制度の実現性

・国の機関が国家安全保障や治安維持目的で保有している個人情報は、通
常当酸機関内部での活用のみを想定して収集・蓄積しているものと考え

られるが、確信犯的な内部脅威者の排除のためには、これら機関の情報
の活用が不可欠である。

・原子力施設内で働く労働者は、原子力事業者の従業員以外にも、関係会

社や出入の業者の従業員等、多数かつ多岐にわたる。これら階層的な雇

用構造の中で、原子力事業者による一元的な雇用管理の実現は困難であ

るとの指摘もある。

。原子力施設で働く関係会社や警備会社等の従業員は、原子力事業者の被

雇用者ではないため、原子力事業者による『施設管理権」に基づく入域
管理という観点から検討することが必要である。

・現行原子炉等規制法は、基本的に原子力事業者が規制対象であり、関係

会社等の原子力事業者以外の事業者へ信頼性確認の義務付けを行う場合

は、一般法の整備等が必要との指摘もある。
・事業者間で審査基準を統一することが必要である。ただし、事業者及び

規制庁とも具体的事例に基づく知見蓄積が欠如していることから、関係
機関の協力が必要である。

・事業者間の情報共有システム構築の必要性について検討すぺきである'2．
.階層的な雇用構造等に留意した段階的入城管理のあり方についても検討
すべきである。

・不服申立制度については、その位置付けについて、整理することが必要
である'3。

国民的合意の形成

・セキュリティ確保のためには､プライバシーを含む基本的人権に一定の制

約を課すことについて、国民の理解と合意を得ること力泌要である。
・原子力施設･核物質の安全確保という「目的の正当性」と個人情報に基づ
く審査･選別という『手段の相当性」に関する関係者その他の国民(従業
者、事業者、地元自治体住民等）のコンセンサスの形成が必要である。

・民間施設である原子力施設に信頼性確認を導入することを国民が許容し

得るかという点や､安全確保が必要な他の産業分野とのバランスの問題に
ついて、配慮が必要である。

。信頼性確麗は､その効果の実証が困難であるため､国民の理解と合意を得
る上で、その説明に留意が必要である。

政策の方向性

・内部脅威の排除のためには､①物的防護､②出入管理､③人的管理､の3

'2個人情報の保護に関する法律（第23条）は、個人データの第三者提供については、事前に
本人の同意を得ることとしている。（ただし、法令に基づく場合、人の生命、身体又は財産の保
護に必要な場合等で本人の同意を得ることが困難な場合等を除く｡）

'3行政庁による処分と位孟付ける場合（直接規制方式）は、行政不服審査法及び行政事件翫舩
法が適用される。行政庁が審査基準を設け、事業者に処分行為を行わせる場合（間接規制方式）
は､事業者に対する民事訴訟手続き力樋用されるほか､審査基準自体についての何らかの行政翫
舩の可能性も考えられる。
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■

■

つの対策を、その役割に応じて効果的に組み合せて使用することが重要
である。

その上で、信頼性確認については、賭外国の実態や我が国の現状等を踏

まえ、①分野横断的な信頼性確謹制度の創設、②現行制度で可能な僧頼
性確認措置の検肘､③設計基礎脅威(DBT)を用いた内部脅威対策の実施、
の3つを政策の選択肢として提案する。
各政策の方向性等は、以下のとおりである。

<分野横断的な信頼性確認制度の創勘

・信頼性確麗制度については､諸外国と異なり、我が国は個人の僧頼性を確

認するための個人情報の蓄積･照会制度が整備されていないため､現時点

で得られる個人情報に基づく信頼性確寵の効果は限定的とならざるを得
ない。

・内部脅威対策として真に実効ある仕組みを実現するためには､諸外国の例

にみるように、脅威の排除に直結する個人情報を、国が収集･管理し、そ

れを各機関が活用する普遍的・横断的な制度とすること力唾要である。

■

■

■

そのためには､行政全体を統括する部局が中心となり、国民的合意を得た

上で､国が管理する分野である防衛や治安等を含めた､分野横断的な信頼

性確認制度を創設すべきである。
民間分野である原子力分野への信頼性確認制度の導入も､国民的合意を得
た上で、分野横断的な制度の一環として実施すぺきである｡

分野横断的な信頼性確認制度の創設については､前記「7．信頼性確認の
実施上の課題｣を踏まえ､引き続き関係省庁間での慎重な検討が必要であ
る。

<現行制度で可能な信頼性確認措置の検討＞

・原子力分野における信頼性確認については､分野横断的な信頼性確麗制度
の短期間での実現が困難な場合は､法的措置を伴わなし観行制度で可能な
取り組みについて、その実現可能性を含め検討を行うべきである。

・具体的には､例えば､事業者が保有する従業員情報を活用した信頼性確認
や、より制限的でない自己申告制度の導入が想定される。
・これら現行制度で可能な信頼性確麗に係る取り組みについては､事業者が
保有する情報のみで信頼性確認を行うことの実効性や､原子力事業者以外
の関係会社の従業員も含めた信頼性確認を行うことの実現性等について、
引き続き慎重に検討することが必要である。

<D町を用いた内部脅威対策の実施＞
・現行制度で可能な信頼性確浬以外の取り組みとしては､今般の制度改正で
導入が予定されているDBTを用いた内部脅威対策(物的防護､出入管理等
（前配5．（2）～(4))）があり、本措置の着実な実施が重要である。

･DBTを用いた内部脅威対策は､厳密な意味での｢信頼性確認のための措置」
ではないが、「信頼性確認」がその目的としている「内部脅威対策」を実
現するものであることから、政策の選択肢として掲げるものである。
・具体的には､例えば､防護区域の細分化（ゾーニング）や区域の重要度に
応じた段階的入域管理の実施等が想定'4される。

14国際原子力機関(IA臥）のガイドライン(INFCIRC/225/Rev､4)は、付き添い無しの核物質
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■

9．おわりに

■

■

本措置は､前述の2つの選択肢の成否の如何に関わらず藩実に実施すべき、

必要最低限の措置として位置付けられる。

原子力施設を含む重要施設の内部脅威対策については、引き続き、『テロ

の未然防止に関する行動計画」（平成16年12月）に係る関係省庁会儀で
検討が予定されている。

本稿で掲げた諸外国の実態等は､現時点で知り得る限りの情報を集約した
ものであり、より正確かつ詳細な分析のためには､さらに継続的な調査が
必要である。

への接近者又は原子力施設への立入者等に対する信頼性の事前確潔を勧告｡確認の具体的手法に
は言及しておらず、各国の裁丑に委ねられている（前記脚注1)。この意味で、防護区域の細分
化（ゾーニング）や区域の重要度に応じた段階的入域管理の実施等の措置は、IAEAのガイドラ
インの勧告の趣旨に沿うものと思料。
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ThePhysicalPmicctionofNuclearMaterialandNuclearFacilities(mFCRC/225/Rcvb4)

「核物質及び原子力施設に対する防護』に関するIAEA勧告（抜粋）

〈設計基礎脅威伽乃の定義と内部脅威者〉

2.DEFnⅦmNS

2.4.DESIGNBASISTRPRAm

Theatmbu"sanddlaracteIisticsofpg幽旦l_i旦昌ijgEand/Orextemaladversaries,who血騏t
attunnptunaudlorizedremovalof皿clearmaterialorsabotage,againstwhichaphysical
protectionsystemisdesigledandevaluated.
2．定義

2，4設計憩薩脅威(DESIGNBASIST田氾AT):

核物質の不法移転又は妨害破壊行為を企てる恐れのある潜在的内部脅威者及び

／又は外部からの敵の属性及び性格。これに対して核物質防護システムが設計さ
れ、評価される。

〈信；勵生確認に関する条項（抜粋)〉

6．ReqUirementsfbrPhysicalPmtectionAgamstUnauthormedRemOvalofNuclearMaterial

inUSeandStorage(使用及び貯蔵中の核物質の不法移転に関する防護要件）

6.1.General(総則）

6.1.2．AchievementoftheoMectivesofthephysicalpIctectionsystemshomdbeassisedby:
c・Requirin輿_pZdetenninationofthetrustworthinessofallindividualspennittedunesc
ortedaccesstonuclear_ma"rialorfacilities.

6．1．2．

C、

核物質防護制度の目的達成は､次の事項によって助長されなければならない。
亥物質又は旅 鑿しIこ』二

の事前確認を求めること

6.2･Req血ementsfbrCategorylNIIClearMaterial(区分I核物質の要件）
6.2.2AccesstoandthenumberofaccesspointsintoUlepro"ctedareaandinnerareasshouldbe
kepttoiheminimumnecessalyy.Personsauthoxhedunescortedaccesstotherotectedareaor
imnerareasshouldbenmitedtomersonswhosetrustworthinesshasbeendetermined

Personswhosemlstworminesshasnotbeendetenninedsuchas"ImoraryrepaiIiserviceor
constructionworkersandvisitorsshoUldbeescortedbyapersonaumorizdunescortedaccess.
TYleidentiWofallpersonsenteringsudlareasshouldbeverinedandthWshouldbeissuedwith
aWr"xiatelyregismedpassesorbadges.
6．2，2．

認された者に限られる

8．RequirementsfOrPhysicalProtectionofNuclearMate面aIDmingTranspOrt(輸送中の核物
質防護要件）
8.1.General(総則）

8.1.2.AchievememoftheohjectivesofPhysicalprD"ctiondlouldbeassistedby:
e・RequirimEDredeterminationofthetrustworthinessOfanindividualsinvolveddmin
trnnsDortofnuclearm蔀e面aIand

8.1.2＝

e、

核物質防護制度の目的達成は､次の事項によって助長されなければならない。
亥物質の!〃送に。 月I」を髪
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識|鱗
灘|鱗
灘|鍵

・身内が人質に取られたり､弱みを握られ

脅迫され不正行為に及ぶ。（脅迫）

・内部の人間が､他の人間を刃物等で脅迫

し、不法行為を強制する。（強制）

・心神耗弱等により突発的に不正行為に
及ぶ。

・思想的・宗教的確信から不正行為に及

ぶ。

・国際テロリスト、カルト集団、極右・極
左等は本類型に分類される。

・職場内の不満から不正行為に及ぶ。

・金銭等の誘惑に抗し切れず不正行為に

及ぶ。

・世間や会社を騒がせたくて不正行為に

及ぶ。

！

内部脅威者の類型

；；
b準

・枢要区域に自由に出入可能な人物が不
正行為を余儀なくされる場合がある。

・脅迫の場合､当事者を予め特定すること
は不可能。
－

・枢要区域に自由に出入可能な人物が不

正行為に及ぶ場合がある。

・意図的でない単純な行為を想定。

・心神耗弱は、行動観察等である程度特定

可能。
－

・長期の行動観察等で､危険性向の所有者

をある程度特定可能。
・枢要区域に出入可能な部署からの排除

等の措置が有効。

・長期の行動観察等で､危険性向の所有者

をある程度特定可能。

・職場環境､金銭借入状況、交友関係、家

庭事情等の誘引情報の把握が重要。

・労務管理、行動観察等が有効｡

・業務に対する責任感､職場への忠餓心の

酒養が重要。

・枢要区域に出入可能な部署からの排除

等の措置が有効。
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・行動観察、緊急時の社内ルールの整備。

・強制の場合､他の類型の内部脅威者が実

行犯となる可能性があるため､その対策

は当該類型に準じる。

・労務管理、行動観察の徹底。

・精神的健康状態チェックの導入。

・労務管理、行動観察の徹底。

・国が国家安全保障や治安維持の目的で

保有している個人情報に基づく選別。

・社内教育によるモラルの向上。

・個別の誘引情報(職場環境､金銭借入状
況、交友関係、家庭事情等）の把握。
・労務管理、行動観察の徹底。



[別紙3］

内部膏威者に対する防渡対策

蕊蕊蕊迩迩醗灘綴鴬

鰯簿 競霧蕊簿 蕊蕊
･士戻捜畑■の殴丘等のハード麺.出入賛辺の実箆等の
ｿﾌﾄ園の相互補完を含めた防圃撒丘の多笈栓塞電係

･坊書敏壊行為を一つの防戻柵江で防止することは閲臆であり､ハード閃及びｿﾌﾄ■の
値合せにより多亙に祝丘することが重要

0 0 0 0

･具栴時(思車嫌作を含む)に白働的に廻転停止寸毛よう
厳工学的仕組み

，妨書破壊行為が起きた原に､披寄錘小取に質めるような工失を施(玉おくことは笈要0 0 0 0

蕊謹蕊･安全な撮作亭頂以外の膿作が価効と鞍る仕側み 損撮作〔鐘定を含む)で起きる事故を防』画･るための仕組みを揖痕l定おくことは五要0 0 ○ 0

負
的
防
風
醗
醍
罷
睡
阿
智
溌
醗
駆
鰹
餅
躁
凱
屡
騨
冨
恥
卿
識
渉
融
聡
渉
砿
酩
霞
熱
餓
畔
観
恥
蝉
矩
祷
謡
踊
酔
翫
闇
電
竃
鰹
酔
碓
溜
出
庫
出
測
近
辺
諏
曜
鰐
康
彫
誕
甑
諏
砿
硬
鵬
醗
冨
悶
驍
擬
岼
鴎
螂
駄
罪
雛
鳥
瓢
麓
畔
諺
恥
篝
謬
謂
壁
翌
賑
侭
惑
幾
嫁
湾
融
騨
陛
険
露
維
臓
甑
融
浮
瀦
浜
的
廊
画
融
騨
瞬
熱
葬
礫
魚
薩
礫
鮮
鑓
隆
蜘
ど
塾
酔
職

蕊蕊譲§

；
解錠手嵐の重強化.多立化 0 0 ○ o単廸掻作書阻止する仕岨みを随良すること力唾要

固
■
ロ 0

雲霧議蕊 可飽な短りリアルタイム化 捜物貝の符ち出睦ﾂｸに宥動0 0 0 0

･里視ｶﾒﾗの段丘(全域カバー､故写体迅随性､式ー ﾑ、
康視･赤外･民■偉専>により正桟
･タンバリング<恵戯》対策
･袖足橘底として.裏渦見譲り人又は遍切な頻度の筑珊パ
トロールの爽魔

，脚や｡〃一汁の代暫捻匠とLFE詞劾
･新たな手段として､人の移勘をﾘｱﾙﾀｲﾑで捕捉するｼｽﾃﾑ<康在置鹿ｼｽﾃﾑ)の界
入の検吋が五裏
曝妨害破壌行為の観且から､使用涛蝿料ブー ﾙ､断繁料貯庫増所､中央劇同友内辱に虹
視ｶﾒﾗを股匝ずることも宜要

0 0 0 0

蕊蕊蕊蕊 ，冨域の段丘及び区域内の区貫化によって､人の入域を融房的に飼限ず電ことが瓦異
･極二通■を特定･報分化する畠と'二よって.より限定的な入峡憧理を行う臣と敵五実

｡■辺防■区域､防■区域等の威圧
･防■区域の絢分化〈ゾーニング》及び段階的入域鷺斑

0 0 0 0

識
艤溌鰡蕊霧

§
…鍵蕊

｡写真付道IDｶー ドの兜帖
･IDｶー 睡帖中園時に艮匠､貢、,住民鷺/戸■抄＊、
定掘侭東触時結果､現転免貯狂､放射峰披■屍圧尊の貸
出聾亘飼しﾁ義ツク
。mｶｰドの璽切な保筈､箇失時の迅遼な対墨

｡、ｶｰド発姶阜威の竃韮で.入域の必要性･期間の妥嵐性を誼屋すると共に､本人諏厘
を■~るこ塾唾要

00 0 0

……種

譲鍵蕊

灘譲議
･湿田とじて､圃気ｶー ド.I醜一ド等
･写瓦付き

1,ｶｰドの盛睡･鋭失がHまれるため､戚庇普号■醗乃江生体極匠の凪合せが有効00 ○ 0

議蕊灘 閑旺番号愉雁の軍洩力嘱念されるので､生体魔庇との組合せが有効･確旺唇号の多数桁化 0 0 ○ 0

篝蕊霧
鴎
野
獣
睡
謹
野

･旧ｶｰドの遭雌，朗失及び凧躍饗号傭慨の飼洩等の刷劇に虞み､、ｶｰド照合.爾圧賓
号軸亜及び生体浬匝の腿合せが有効･軍湛.扣放､血檀又は網辰･虹卿の腫別装亘の導入 0 0 00

鍵鍵
･特定な富所I一定の珂間以上済在していること､高い■度でばり遂しｱｸｾｽじているこ
と芽を＝ｸすることによって.不自銘な行馳を察知する罠とが文纂

･唾時間の＝タリング(リアルタイム表示》 0 00 0

篝：篝
鳶
§

寵 ･岸ﾏﾝ･凡一分lまｲﾝｻｲダー 行典の発見･阻止対鷺の一つと鴎果錘あるが､二者の
陪屍導鄭厘念されるので.特定した区域に贋室すると共に､二者の超合せ麦夏等の何ら
かのノールカ泌要
･代饗把亘とLて､宜視ｶﾒﾗの殴江等力《有効

躯要区城内の粉々ﾝ･ルルの実施(現在来実施） 0 0 ○ 0

錘

認識篭鵜露

：
･周辺坊■区域内での使閲飯止
･防■区域内への倒人携語滝蕗の持迅館止

･魁直憤橿の蟄但をきめ､外麓への愉廠漬洩の皿止邸其要0 0 0 0

E・謹謹麓邑恐4弾鋲堂鍛割

霧議
町
〆
搾
鋤
夢
醒
掘
妊

･妨害破壇行鞠を目的とする工具の持ち込みヂｴｯｸに有効
･入域看全貝遼ﾁ露ヴクするこ塾《亘纂(現行規定上は.一時立ち入り番が乎垂ﾂｸ対象）

｡■釦隣室区域の入口に設亙
･袖厚紀■んI庵､郡デイ→ｴｯｸの実龍

0 ○…画 0 0

蕊蕊§
｡周辺防復区峨の入口に賦凌
･補足携昼として､ボディーﾁヱｯｸの実掬
｡X麓方式の検知日あり

･銅見物(Tm.ブﾗｽ”ｸ系燭発物専】の持ち込み壷ﾂｸに有効
･入域番全員をﾁｪｯｸするこ＆亜要（衷行焼定上は.一時立ち入り者が＝ﾂｸ対象）

0 0○ 0

騨蕊蕊鍵
･核物貫の持ち出しﾁﾆッｸに有効
･出入時の体重ﾁー ｯｸも有効｡酷■醒域の出口に観■(ガﾝﾏ厳の検閃） 0 ○ 00

蕊雷蕊蕊蕊
･七や"認oカノ【チャアを含めた軟官研修の定翻的な実
蟻

･返切な■現擾･横再住を砿保するための手段として有勤0 ○

灘慧蕊 睡撒■の実効性を囚揖するような憤慨溝洩を防止γ毛ご勘唾裏○ 0 ○･慣報にｱｸｾｽできる者の限定 0

灘蕊蕊篝 日頃の情稲奴頻の手厩として軸0‘社内内邸通幌麟度の砿立 ○ 0 0

鰯識蕊蕊 ｡作案前に作案貝の行勘観寮を行うごとは有効･作東の碗の打合せにおいて作塵貝の戦飽尊をﾁｪｯｸ ○ 0 ○

鍾鍾灘溌
‘鐸用時の両険でﾁ異ﾂｸ<通常の採用面按と唾実施）
‘画一ド発帖申繭の審交時にﾁｪｯｸ

，収第できる憤侃の内容によっては.内部費威我の見見対康として軸

,実効的な毅眼嵐塞宙塵できれば.内部貝痩者の見見対策として有熱

0 0 0 0

;逓瀧鶏蕊蕊
｡■夏肴.同僚等による日粛的行助頭寮
〈労務管塑独,て実膳）

0 ○○ 0

蕊溌璽蕊謹 本人申告写の仕魁みを概策する必要あり○o金融撞日から傭慨収県する必要あり《現喪未実篤）

灘鍾謹謹謬 本人申告専の仕廻みを粛軍する必要おり･医踊から棺組奴祭する必要あり〔衷在未実施） 0

･定期的な位康鯵所の輝に検出できる可能性あり(現在朱
実施）

｡客■的かつ実弟的な阿睡手段を槻繭する必要あり0

… 傘
･定期的な侭康砂断(問鯵レベルて実施》
･ﾒﾝﾀﾙﾍﾙｽ･カンセリング休射の砿保

･客観的かつ実効的な呼量手段を概蔑する必纂あり0 0

露蕊鶏謹韓蕊

蕊鰯鍵蕊蕊 ･内郁日魔我の践陣のためには､実効性のある犯鳳種別の遇定立泌要0 0 0治安檀肩への鳳会(覇在米実脳

･苞困犯的骨厩嵩の排除のためには､国家安全保津や泊史紅持のために国が保有ずる
囲人棺躯の活用が必美

0･治安楓買への鳳会(現在米実魔）

画『内釘冑戚室の蒐逗』の窟
O印:内郵同威暑に対する防風対■とし蔀効と麺わhるもの
立寅:内■同種室I弓対ずろ面■対笈と1ﾉてあ窟り打効でl鈍いのでは戦いかと思わ↓蝿もの

14

蕊製尾’
餅』



鍵鍵
蕊譲
勺一一酔い内～ー…－－●●■ー

蕊蕊蕊

篝
耀蕊
鱗蕊

各国における信頼性確認制度の概要

購畷溌羅羅蕊調購騨蕊垂撫鰯瀦騒騒蕊蕊蕊蕊鯛畷蕊翻亟躍蕊溺騰蕊篭馳狸罷鍔繍’

’

○
ｾｷｭﾘﾃｨ・ｸﾘｱﾗﾝｽ制度

○

○
国防、治安等

○

(注3）

“国家安全に係る分野

について、国による信

頼性確認制度あり。

。治安当局や民間機関

等からの情報に基づき
信頼性確麗を実施。
・原子力分野もこれに

準ずるが、原子力分野

の実施主体は事業者。

○

『＝“･害お眼祁

○
身元醐査制度

○
国防、航空等

’
○

○

．「1994年首相声明」

を受け、内閣府策定の

共通基準に基づき、各

分野横断的”統一的に

信頼性確認を実施。

・治安分野の実施主体

は国防身元確麗庁、原

子力分野は貿易産業

省。

○
ｾ極ﾘﾃｨ･ｽｸﾘーﾆﾝｸ゙制度

○
国防、安全、舷空等

蕊鍵け壷吾宇、面、画丁宅一
○

行政鯛査制度

○
国防、治安、航空等

○
ｾｷｭﾘﾃｨ・ｸﾘｱﾗﾝｽ制度

○
国防、航空等

○ ’’’’’’○’
lolld○|old
llOlll－－

○

○○ ○ ○ ○

○ ○

”連邦憲法擁護庁が治
安に係る個人情報を収
集・一括管理。本情報
を用い、各分野横断

的・統一的に信頼性確
麗を実施。
・治安分野の実施主体

は治安機関、原子力分
野は規制当局。

・警察・国家憲兵隊が

各分野横断的・統一的

に信頼性確蕊(｢行政調

査｣）を実施。

・治安分野、原子力分
野とも、実施主体は警
察・国家憲兵隊。

cｶﾅﾀ゙ 予算庁策定の共通
基準「Personnel

SecurityStandard」に

基づき各分野横断的・
統一的に信頼性確認を

実施。

"治安分野の実施主体は

治安機関､原子力分野は
原子力安全委員会。

硬1）「行政当局」とは、「治安当局」又は「規制当局」以外の国の機関。本表では、内閣府（英国)、カナダ予算庁（加国）等。

[別紙4］

○

"信頼性確浬は､国及

び事業者のいずれも
未実施。

(注2）情報所有主体としては、この他に、事業者、個人（従業員)、第3者機関（金融機関、医師等）があるが、本表では割愛。
(注8）原子力分野における米国の信頼性確麗実施主体は事業者。
(注4）本表は各国の制度の全体像のおおまかな比較のために作成したものであり、必ずしも厳密なものではない。とりわけ、「確認実施主体」の意味内容は、本文
P.5脚注6にあるように多様であり、その実態の正確な把握には留意が必要である。
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[別紙5］

各国における信頼性確認の概要（概念整理図）

属国耐 園菌禰
陳画痴割

鍾蕊鯵
1

第3巻檎関
⑥⑤

|”
《事乗者所有愉軽》
⑪肥コモ･砿物俊存■五結果

《徳3者橿閃所有愉概》
e金銭侭秘況
⑨鮪神的■■駿隼

《国所有傭鳳》
⑤麺厘僧垣

⑦公安値侭

③その他の■人憤報
【佳麗“》

〈事蔑書所有愉僚》

①”壬･藁物依存■査鮪果

②心理学的野蚤鯖果
③行励胆寮結果

《毎3打襖関所有愉穏》
④金蝕置入状現

《国所萄愉値》
③犯即侭
⑥公安備幌

③その他の■人傭臓
《身元確睡､職厘.学理､五厘等》

回書鍾早

①行画沮察随果

《毎3審橿風所有愉躯》

④金銭値入状混

《国所有傭楓》

⑤狸亘備侭

⑦公安情値

⑧その他の■人憤組
【身元砿鹿等】

『速郵■嬢■垣序』が、速邦や鰯に対する畢力や破壊行
亀等のいわゆる知行勾等に田する慣■収集・酔伍を行う

ため､必要な■人デイを入手･善執し､丑長15年閃保存．
泊愛桓蘭.彼躯撞■、外轟舎等で国家檀盲を取り扱う公
海負については､それ識Lの官庁が、『安全性春五画'二
基づき、譲銘室建■■序等の協力を持て、厳格なｸW9鍬
を実畢

原子力分野では､『原子力陵』に蕃づき、規別自局が連邦

及び州の蚕寮檀関・傭轄棋閃に対し値慣性剰厨に且戻な
愉穣の窟会、連邦中央丑録陣の厘明盲の壁収害行い.ｸﾘｱ

”を実施．
痕掛けはクリ万罐施主体．

白抜き饗号（…）は推定嫁砿圏)．

《注1》

《達2》

1郵年の首相声明を轟け．国（行政庁）が国防鹿
案、砿空宴会分野等各■の分野において内田府が

瞳室した斡乙垂竿0－茎づきt鞄ﾜｲ･ﾀﾜｱ”を実施．

銭大の身元砿睡分野は国防分野（国防身元砿哩庁
睡…oWttIng他”》には約3”人の阻自
者が動軍l含

軍手力分野では．原子力度粛防■規則（NuDI“r

In錘tric3Rg郡1■tlpn82的3）に基づ曾貿呂庄寮
舎艮団璽子力崎1貯ｨ･わイス《噸$）が従藁貝の供ﾕﾜ

ﾃ4.ﾁｭ”を実施。専任ｽﾀｯﾌは約釣名．
飼掛けは侭頗性睡の実施檀凹．
白抜き香号〈③）の愉報ルートは推定（未破圏》。

３

１

１

１
２
３

陸
睦
睦

己錘個別1噸H恥r灯3.“に基づき．事象者が伐
室貝のｾｷｭﾜｻｲ･ｭ”等を実施．そのためのけｸ“一
ｿ別§.-ｼｮﾛゲ知が存在．
皿璽喧⑱画杢唯1mmr㈲3.廓に、祁コモ・蔑

物鱗存画壷は『■■遼正ﾌ゚ ﾛ9.ﾗﾑ』として1噸R
鹿『t四・湖に、それ…体的内容を規定．

『治安圏局』は印1．犯厘個報は規剖揖関である
織狂由で事案者が入手・
堀掛けは恒■性砿厘の実施主侭
白抜き番号《②》は惟定（未砿厘》．

(注1）

《塗垂】

(注3》
《注S）

(注4》

(途S》 ，
，
４
５
睦
健 (注4》

陸S》

《図所有傭報〉

⑥犯歴愉報

の公安憤報

《第3者檀関所有傭報〉

④金銭借入倫糖（侭用傭頼）

⑤輪神的健康状態

〈事案者所有愉報》

①7胸恐・薬物依存飼査結果

②心理学的評価結果

③行動観察結果

《凡例〉

③その他の個人憤報

《恵塵住所歴、家族棺報、軍歴等》
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匠面而司 頂…屈面雨司

国
唖

事象者

③⑧

繭3打檀閏

④

'。
傾粗》
債組

図所有傭軽》

入状現
従案負旧人）

… （事東有所有俄栂》
③行、嵐寮鯖果

《第3者櫨閣所有爾魁》
④金銭借入状況

《国所有購輯》

③犯医傭輯
の国家安全保陣や治安”の
目的で保有する傭組

③その他の■人傭値

嘩厘.学塵.住所地.家崖相成等〕

⑦公安憤値

⑧その他の■人倫幅

（卿輔不明）

《国所有傭卿
⑥狙睡E■

の公史傭輯《破垣活動倫輯》

③その他の■人備報

〔身元磁圧、■医．学厘痢

『1995年1月21日付け治安に凹する方針と輯慨

に岡する瑳律』に藩づき．特爵②棺限蜜与えられ
た■寮．関車写墨唾讐毎筥里都『行政飼宏』を実

旋．対象となるのは．国家室櫨閣■任務．安全又

は防衛分野■返の公的・私的■粛分野（原子力分
野も本対劃。

仁回国書では、創限区岐へのｱｸｾｽ．危険物貢《兵

塁、火藁．枝物貢等）の製遼・使用名に対する採
用・任命・許可等の行政決定を行うに園たり、■
種・任審にふさわしいが否かを菌睦．

渋令上．ﾁｪｯｸ項目が明らかなのは『■寮、国家宝
兵律等が保有する愉卿のみ．
扇掛けは垣輯性尊皿の史墜圭体言

白撞き番号（⑱）は推定嫁砿鹿〕．

(注1）
力”.予再庁が作皮した『問r8a醜GI蜘範ri可
St■雄『。《■人論安轟早》』に基づき．各串■分野
で鵠刈ﾃｨｸｦ乃麺を爽鰹

原子力分野で陰『原子力安全・函竣」及び『厚
子力殖筑則』に基づき、厘朗として原子力安全
婆員会が緋13両@打ﾗ鍬を実侮．

ただし．今後の珪垂により．ク”ﾗﾝｽは事象名が
行い、鍾哩当口吐璽捜瞳置けになる見通し．

犯蜘輯はhﾅｸﾞ賓富傭躯働，‐（伊1吋に、磁壇矯
画債原画的.ｾやﾘﾃｨー 傭組局侭1句に図金する仕
組み．ク”ｼ}"ｸは馳酌clat“CredltBuroau80f

唾､3曲を盃じ実魔．

綱掛けは侭版性唾の実施主体．

(崖1〕

(注2》

《注3）

(注4）

『第3者檀即として週定しているのは、金醸切

閣の■人侭用憤匝取後慨関や医卸等．金蝕の燈入

れ．鯵寮や侭凍妙所の受跡により、自由的に傭雁
坤められる．〔■人納軽保田途では『■人倫椋取
扱車某者山と呼杵.》

その敏の■人愉値は、企東力唾粛遍用の鷹に入手
し撮る愉鞄．

(注1）

(途2）
《塗2］

１
１
１

３
４
５

注
注
注

１
ｉ
ｆ 〔注5）

〈第3者橿関所有償報》

④金銭借入傭報(侭用例報）

⑤輯神的健康状態

〈国所有傭報》

⑥犯歴傭概

⑦公安愉綴

《事栗者所有情報》

①ｱﾙｺｰ冊･薬独依存飼壷結果

②心理学的酵園結果

③行動観察結果

<凡例〉

⑧その他の個人倫報

峨歴、住所歴、家族憤報、車霊）
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総合資源エネルギー調査会原子力安全・保安部会
原子力防災小委員会委員名簿

(敬称略、五十音順）

社団法人火力原子力発■技術協会技術顧問

社団法人日本消養生活アドバイザー･コンサルタント協会理事

国立大学法人東京大学大学院エ学系研究科教授

独立行政法人物質・材料研究機構名昔顧問

株式会社社会安全研究所取締役

NHK解説委員

国立大学法人東京大学大学院情報学環・学際情報学府教授

泰英

悦子

芳明

鐵哉

由紀

洋一郎

(委員長）朝田

庭
藤
藤
吉
井
目
岡

秋
岡
斎
首
藤
庚
班
松
宮
岫

樹
雄
三
明

脩
春
紀
健
喜

国立大学法人東京大学大学院工学系研究科教授

神奈川大学経営学部教授

慶応義塾大学大学院理工学研究科教授

弁護士
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総合資源エネルギー調査会原子力安全・保安部会原子力防災小委員会

危機管理ワーキンググループ委員名簿

(敬称略、五十音順）

国立大学法人東京大学大学院情報学環・学隙情報学府教授

株式会社国際危機管理機構代表取締役社長

財団法人原子力安全研究協会放射線災害医療研究所副所長
之
也
紀
邦
庚
将
明
雄

脩
凱
達
由
治
香
良
光
喜
松

(主査）庚井

金重

衣笠

首藤

田中

内藤

中込

平野

山内

横山

株式会社社会安全研究所取締役

電気事業連合会原子力部長

財団法人核物質管理センター専務理事

国立大学法人京都大学原子炉実験所教授

独立行政法人原子力安全基盤機構解析評価部長

弁謹士

株式会社総合防災ソリューション特別参与
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総合エネルギー調査会原子炉安全・保安部会

原子力防災小委員会における検討の経緯

(｢原子力施設における内部脅威への対応について｣）

<原子力防災小委員会〉

日
日
日

３
５
０

１
２
２

月
月
月

２
４
６

１年
年
年

６
７
７

１
１
１

成
成
成

平
平
平

回
回
回

３
４
５

第
第
第

<原子力防災小委員会危機管理ワーキンググループ〉

第5回平成17年1月19日

第6回平成17年1月28日

（個人情報保護関係有識者筑波大学大学院藤原静雄教授からの意見聴取）

第7回平成17年2月9日

（刑事法制・刑事政策関係有職者東京都立大学法学部長（現・首都大学東京都市

教養学部長）前田雅英教授からの意見聴取）

第8回平成17年2月28日

（行政法関係有職者東京大学法学部小早川光郎教授からの意見聴取）

第9回平成17年3月22日
（労働法関係有識者天使大学保原喜志夫教授からの意見聴取）

第10回平成17年3月31日
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